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（法令及び当社定款に基づくみなし提供事項）

　
第63期定時株主総会招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、法令及び当社定款第17条の

定 め に 基 づ き、2020 年 ６ 月 ２ 日 よ り イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ホ ー ム ペ ー ジ
（https://www.valorholdings.co.jp/）に掲載することにより、「第63期定時株主総会招集ご通
知」から記載を省略した事項は、次のとおりでありますので、ご確認いただきますようお願い申
し上げます。
　
Ⅰ．事業報告に表示すべき事項のうち以下の項目

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況 2 ページ
（1）業務の適正を確保するための体制の決議内容の概要
（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
会社の支配に対する基本方針 7 ページ
１．当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基
本方針の概要

２．基本方針の実現に資する特別な取組みの内容の概要
３．本基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方
針の決定が支配されることを防止するための取組みの内容の概要

４．本プランの合理性（本プランが基本方針に沿い、当社株主の共同の
利益を損なうものではなく、当社役員の地位の維持を目的とするも
のではないこと及びその理由）

Ⅱ．連結株主資本等変動計算書 13 ページ
Ⅲ．連結計算書類における「連結注記表」 14 ページ
Ⅳ．株主資本等変動計算書 32 ページ
Ⅴ．計算書類における「個別注記表」 33 ページ
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

（1）業務の適正を確保するための体制の決議内容の概要
1． 当社の取締役及び使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制
当社は、取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する体制
をコンプライアンス体制と位置づけ、以下の体制をとるものとする。
① コンプライアンス体制の基礎として取締役を含む全役職員の行動倫理を定めた「企業
倫理行動指針」及び「コンプライアンス規程」を定める。また、必要に応じてコンプ
ライアンス委員会を開催し、コンプライアンス体制の整備及び維持、発展を図る。

② 内部監査部門として執行部門から独立した監査室を置き、全社的な内部監査を行な
う。

③ 取締役及び監査室は、当社における重大な法令違反その他コンプライアンスに関する
重要な事実を発見した場合は直ちに監査等委員会に報告し、また遅滞なく取締役会等
にも報告する。

④ 法令違反その他のコンプライアンスに関する社内管理体制のひとつとして「内部通報
規程」を定め、同規程により内部通報制度の運用を行なう。

⑤ 監査等委員及び社外取締役は、当社の法令遵守体制及び内部通報制度に問題があると
認めるときは、意見を述べるとともに改善策の策定を求めることができる。

2． 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
「文書保存規程」に従い、取締役の職務執行に係る情報を文書又は電子媒体（以下、文
書等という）に記録し、保存する。全ての取締役は、必要に応じて、いつでも、これらの
文書等を閲覧できる体制とする。

3． 当社の損失の危機の管理に関する規程その他の体制
損失の危険の管理に関する規程として、「リスクマネジメント規程」を定める。この規
程により、全社的な損失の危険（以下、リスクという）を網羅的・統括的に管理し、リス
ク管理体制を明確にする。また、監査室が必要に応じてリスクの管理状況についての監査
を実施し、その結果を取締役会、監査等委員会に報告する体制とする。

4． 当社及び当社の子会社の取締役、執行役、業務を執行する社員、会社法第598条第１項
の職務を行うべき者その他これらの者に相当する者(以下、取締役等という)の職務の執
行が効率的に行われることを確保するための体制
次に掲げる体制により、当社及び当社の子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行わ
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れることを確保する。
① 取締役会は、当社及び当社の子会社の全役職員が共有する中期経営計画を策定する。
② 中期経営計画を達成するために、当社及び当社の子会社は、事業年度毎に年度事業計
画（年度予算、年度行為計画）を策定し、全役職員で共有する。

③ 当社及び当社の子会社の取締役は、年度事業計画を達成するために、具体的な施策、
効率的な業務遂行体制を策定する。

④ 当社及び当社の子会社の取締役は、職務に関する執行状況の報告や必要な情報収集を
行い、必要に応じて改善策を策定する。

5． 当社並びに子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制及び当社
の子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制
以下の体制によって当社並びに子会社から成る企業集団（以下、グループという）の業
務の適正を確保し、当社の子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関
する体制をとる。
① 当社の「企業倫理行動指針」をグループ全社に適用し、グループの取締役・職員一体
となった遵法意識の醸成を図る。

② グループ経営執行会議を設け、重要事項の承認、情報の共有化を図る。
③ 「グループ関係会社管理規程」及び「グループ関係会社権限規程」を定め、その規程
に基づいた一定の事項について、子会社は当社に報告することを義務付ける。また、
一定の基準を満たすものについては、当社取締役会又はグループ経営執行会議への付
議事項とする。

④ 当社監査室がグループ全社に対する内部監査を実施する。
⑤ 子会社の年度事業計画について、当社においてもその達成状況を定期的に管理し、必
要な措置を講ずる。

⑥ 当社の「内部通報規程」をグループ全社に適用し、当社の監査室をコンプライアンス
に関するグループ全社の内部通報窓口とする。

⑦ 当社グループは、反社会的勢力に対しては「企業倫理行動指針」に基づき、毅然とし
た態度で組織的な対応を図り、取引関係等の一切の関係を持たない方針を堅持する。

6． 当社の子会社の損失の危機の管理に関する規程その他の体制
当社の子会社には、当社の「リスクマネジメント規程」に準拠した規程を定め、損失の
危機を管理する。また子会社は、当社の「グループ関係会社管理規程」に基づき、リスク
に関する重要な事項について当社に報告する。
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7． 当社の子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保
するための体制
以下の体制により、当社の子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が、法令及び定款
に適合することを確保する。
① 当社のコンプライアンス委員会の対象に、当社の子会社を含むものとする。
② 当社のリスクマネジメント委員会の対象に、当社の子会社を含むものとする。
③ 当社の監査室の監査対象に、当社の子会社を含むものとする。
④ 当社及び子会社の取締役並びに当社の監査室は、子会社の法令違反や定款不適合を発
見した場合は、当社の監査等委員会及び取締役会に報告しなければならない。

⑤ 内部通報制度の対象は、当社のみならず子会社を含み、子会社の取締役や従業員も当
社への内部通報等が出来るものとする。

⑥ 当社の監査等委員及び社外取締役は、当社のみならず子会社の法令遵守体制や内部通
報制度に問題があると認めるときには、取締役会で意見を述べて改善策の策定を求め
ることが出来るものとする。

8． 当社の監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当
該使用人に関する事項並びに当該使用人の当社の取締役からの独立性に関する事項及び
当社の監査等委員会の当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
以下の体制により、当社の監査等委員会がその職務を補助する使用人を求めた場合に対
する事項及びその使用人の独立性並びに監査等委員会の指示の実効性を確保する。
① 監査等委員会は、監査室所属の職員に監査業務に必要な事項を命令することができ
る。

② 監査等委員会から監査業務に必要な命令を受けた職員は、その命令に関して、取締
役、監査室長の命令を受けない。また、監査等委員会補助者の任命・評価・異動・懲
戒は、監査等委員会の意見を徴し、これを尊重しなければならない。

③ 監査室所属の職員は、監査等委員会から職務の補助を求められた場合は、忠実に指示
命令に従わなければならない。監査等委員会の指示と監査室の方針が異なる場合は監
査等委員会の指示命令が優先する。

9． 当社の取締役及び使用人が当社の監査等委員会に報告をするための体制
取締役及び使用人は、監査等委員会に対して、法定の事項に加え、当社グループに重大
な影響を及ぼす事項があった場合には、速やかに報告する。
また、内部監査の実施状況、内部通報制度による通報状況及びその内容を定期的に報告
する。報告の方法については、取締役と監査等委員会との協議によるものとする。また、
監査等委員会は必要に応じていつでも取締役及び使用人に対して報告を求めることが出来
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る。

10．当社の子会社の取締役等及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当社の監査等
委員会に報告をするための体制
当社及び子会社の役職員は、監査等委員会から業務執行に関する事項について報告を求
められたときは、速やかに適切な報告を行う。

11．前項の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受けないこと
を確保するための体制
「内部通報規程」における通報先は監査室に加え、監査等委員を含むものとする。また、
グループ全社に適用する「内部通報規程」により、通報者・報告者は、不利益な取り扱い
を受けない。

12．当社の監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続きその他の
当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
当社は、監査等委員が、監査等委員の監査を支える弁護士、公認会計士、コンサルタン
トその他の外部のアドバイザーを任用する費用の他、調査に必要な監査費用を請求した場
合は、その費用を負担する。また、費用の前払いが必要なときは前払いを行う。

13．その他当社の監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
監査等委員会は、代表取締役社長、会計監査人、監査室とそれぞれ定期的に意見交換会
を開催することを求めることが出来るものとする。また、当社は、監査等委員会の求めに
応じて、社外の有識者から監査業務に関する助言を受ける機会を保証する。

（2） 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
1． 内部統制システムに関する取り組み

当社は、会社法が定める会社の「業務の適正を確保するための体制の整備に関する方
針」について、2016年６月30日開催の定時株主総会決議により当社が監査等委員会設置
会社に移行したことを受け、同日開催の取締役会において修正決議を行い、その方針に基
づいた運用を行っております。

2． リスク管理体制に関する取り組み
当社は、2015年10月１日の持株会社への移行を機に、「リスクマネジメント部」を新
設しました。当社グループが食品を中心とする小売業を営むことから、リスクマネジメン
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ト部には、お客様相談室、品質管理室、法務室を置いております。リスクマネジメント部
においては、グループ全体でのお客様情報、品質管理に関する情報の共有を目的とし、毎
月「リスクマネジメントグループ会議」を開催し、グループ各社の情報共有に関する取り
組みとともに、専門家を招いた勉強会の開催を2019年度も継続しております。
なお、このリスクマネジメントグループ会議には、監査室所属の社員も参加しておりま
す。

3． 取締役等の効率的な職務の執行に関する取り組み
当社は、2016年６月30日開催の定時株主総会終了後の取締役会において、監査等委員
会設置会社へ移行したことを踏まえ、「取締役会規程」、「取締役会運営細則」を改訂し
(2019年12月16日一部改訂）、当社及び当社子会社の取締役等の効率的な職務の執行に資
する体制を継続しております。

　
4． グループ会社における業務の適正の確保に関する取り組み

当社は、2016年６月30日開催の定時株主総会終了後の取締役会において、監査等委員
会設置会社へ移行したことを踏まえ、「グループ経営執行会議規程」を改訂し(2019年12
月16日一部改訂）、毎月開催されるグループ経営執行会議にて、当社及び当社子会社にお
ける重要事項について審議するとともに、グループ各社の情報を共有する体制を継続して
おります。

5． 監査体制に関する取り組み
当社は、2019年６月開催の定時株主総会において、監査等委員でない社内取締役13名
と監査等委員である取締役４名（うち社外取締役３名）を選任しました。社外取締役を含
む監査等委員である取締役４名は、2019年度に開催された取締役会に出席し、適宜意見
を述べております。また、監査等委員会にも出席し、会計監査人、監査室所属の社員と監
査等に関する情報共有の場を設けるとともに、各事業部門の責任者等へのヒアリングを通
じて、各事業における状況の把握に努めております。
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会社の支配に対する基本方針
　
１．当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針の概要
当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方としては、当社グループ
としての企業価値の源泉、及び当社グループが保有する幅広いノウハウと豊富な経験、並び
に顧客・取引先及び従業員等のステークホルダーとの間に築かれた関係等を十分に理解し、
当社の企業価値及び株主共同の利益を中長期的に確保、向上させる者でなければならないと
考えております。
当社取締役会は、当社株券等に対する大量買付行為であっても、当社の企業価値を増大さ
せ、株主共同の利益を向上させるものであれば、これを否定するものではありません。当社
の支配権の移転を伴う買収提案についての判断は、最終的には株主の皆様全体の意思により
決定されるべきものであると認識しております。
しかしながら、近年のわが国の資本市場においては、対象会社への大量買付行為におい
て、その目的から見て企業価値の向上及び株主共同の利益を明白に侵害するおそれのあるも
の、株主の皆様に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株
主の皆様が株式の大量買付の内容等について検討しあるいは取締役会が代替案を提案するた
めの十分な時間や情報を提供しないもの等、対象会社の企業価値及び株主共同の利益に資さ
ないものも少なくありません。
当社としては、このような当社の企業価値及び株主共同の利益に資さない大量買付行為を
行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として適切ではないと考えてお
り、このような者による大量買付行為に対しては、必要かつ相当な対抗措置を講じることに
より、当社の企業価値及び株主共同の利益を確保する必要があると考えております。

　
２．基本方針の実現に資する特別な取組みの内容の概要
（１）企業価値の源泉

当社グループは、1958年（昭和33年）岐阜県恵那市に「株式会社主婦の店」として
設立された、セルフサービスを採用したスーパーマーケット１号店である「恵那店」を
その起源としております。
その後当社グループは、スーパーマーケットの他にドラッグストア、ホームセンタ
ー、スポーツクラブなど、地域の多様なニーズに応じた事業を展開しております。
また、調達・製造から流通・販売までを一貫して担う「製造小売業」としてのビジネ
スモデル構築を志向し、製造・加工拠点、物流センター等のインフラを整備し、自ら中
間流通機能を担いながら、流通経路の効率化や商品力の向上に努めております。
当社グループは、複数の業態を組み合わせた商業施設を開発するほか、グループ全体
で中間流通機能の活用を進めるなど、経営資源を組み合わせてシナジーを創出しなが
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ら、企業価値の向上に取り組んでおります。

（２）中期経営計画に基づく取組み
中長期的な企業価値向上に向けて、当社グループは、2015年３月期までの５ヵ年、
2018年３月期までの３ヵ年を対象に、中期経営計画を策定・遂行してまいりました。
2015年３月期までの５ヵ年は、「事業規模の拡大」を戦略目標とし、スーパーマーケ
ット及びドラッグストアの出店を加速するとともに、規模拡大に対応すべく、インフラ
（物流、製造・加工機能）を整備・拡充しました。2018年３月期までの３ヵ年は、「経
営効率の改善」を戦略目標とし、スーパーマーケットの既存店強化やインフラの効率改
善を図りながら、ドラッグストアをグループの成長を牽引する事業と位置づけ、高水準
の出店を続けてまいりました。
しかしこの間、少子高齢化による消費・生産人口の減少、消費者の購買行動の変化や
オーバーストア・業態間競争の激化など、事業を取り巻く環境は大きく変化しておりま
す。このような中、従来の店づくりで店舗数を拡大しても企業価値の向上には繋がらな
いと判断し、2019年３月期から2021年３月期までの３ヵ年を対象とする中期３ヵ年
経営計画では、店舗が提供すべき価値を再設計するとともに、店舗を支えてきた「しく
み」も改良しながら、次の成長を支える基盤を構築してまいります。
なお、2019年５月９日公表の「『バローグループ中期３ヵ年経営計画』の定量目標更
新に関するお知らせ」の通り、アレンザホールディングス株式会社の連結子会社化に伴
い、2020年３月期よりホームセンター事業の規模が拡大し、セグメント別収益・資産
構成に変化が見込まれることから、中期３ヵ年経営計画の基本方針及び重点施策は堅持
しつつ、定量目標を更新するに至りました。今後、シナジー効果の創出と併せて、資産
効率の改善にも取り組んでまいります。
①基本方針
「店舗数から商品力へのパラダイムシフト」
成長志向に変わりはないものの、中長期的な成長イニシアティブを「標準的店舗
の量的拡大」から「『商品力』を軸としたフォーマットへの転換」とし、店舗収益
の改善を中心に収益性の向上を図る。
②重点施策
（1）競争力あるフォーマットへの転換
・主力３事業（スーパーマーケット・ドラッグストア・ホームセンター）では、お
客様の来店動機が「近さ」から「商品力」に変わるよう、専門性の追求や強化カ
テゴリーの魅力度向上を図る。
・スーパーマーケット事業では年間30～40店舗の改装や新設店の大型化・リロケ
ーションを通じ、従来型店舗からの転換を急ぐ。ドラッグストア事業は引き続き
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成長ドライバーとしての役割を担うものの、改装と併せてリロケーションやスク
ラップ&ビルドを行い、専門性と利便性を兼ね備えた競争力ある店舗への転換を
図る。
・資産効率の改善に向けて、グループの経営資源を有効に活用するとともに、上記
の効果が見込めない不採算店舗については、３ヵ年で閉鎖や業態転換を進める。

（2）製造小売業への進化
・お客様に選ばれる商品力、外販可能なサービス品質・コスト競争力を実現する。
（3）新たな成長軸の確立
・スポーツクラブ事業では、低投資かつ月会費を抑えたフィットネスジム「Will_G
（ウィルジー）」を３ヵ年でFC展開を併せて200店舗以上出店し、店舗網の早期構
築によりシェアの向上を図る。
・地域の社会的課題を解決する機能の提供やインターネット販売業の展開拡大な
ど、グループの経営資源を活かしながら、リアル店舗と共生する事業を育成す
る。

③主要指標・財務政策
（1）定量目標（2021年３月期）

2015年３月期
実績

2018年３月期
実績

2021年３月期
目標

1)規模 連結営業収益 4,705億円 5,440億円 6,800億円
連結経常利益 161億円 149億円 210億円

2)収益性 ROA 6.7％ 5.4％ 5.6％以上
ROE 10.7％ 6.9％ 7.7％以上

（2）財務政策
1.キャッシュ・フローの創出
・収益性の向上により、３ヵ年で累計900億円以上の営業キャッシュ・フローを創
出する。
2.利益配分
a.成長投資
・設備投資は年間250～260億円を予定し、そのうち30～40％を既存店投資に充
当する。
b.配当
・従来からの配当方針に基づき、配当性向25％を目処に、安定的かつ継続的な利益
還元を行う。

（3）財務規律
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・デット・エクイティ・レシオ0.8倍、自己資本比率40％を目安とする。
④配当方針
今後の長期的・安定的な事業展開に備え、企業体質の強化のために内部留保を高め
つつ、株主の皆様に対して、安定的かつ継続的な利益還元を行うことを基本方針と
しております。この方針に基づき、連結配当性向25％を中長期的目標としておりま
す。

（３）コーポレート・ガバナンスの取組み
当社は、2015年６月開催の当社第58期定時株主総会の承認を得て、同年10月より

持株会社体制へ移行しました。これにより、当社が当社グループの戦略機能を担い、経
営資源の最適配分により企業価値の最大化を図るとともに、事業会社の業務執行に対す
る監督機能を担うことでガバナンスの強化を推進する体制としました。
また、持株会社と事業会社の組織体制を見直すとともに、責任と権限を明確化し、業
務執行の迅速化と監督機能の強化を図っております。なお、業務執行の迅速化に向けて
は「グループ経営執行会議」を設置し、事業会社の投資案件等の決裁を行うとともに、
各事業会社の経営課題等を共有しております。
2016年には、６月開催の当社第59期定時株主総会の承認を得て、監査等委員会設置
会社に移行し、更なるガバナンス強化を図る体制といたしました。当社取締役会は、持
株会社の業務執行及び事業会社の業務執行を行う監査等委員でない取締役13名と監査
等委員である取締役４名（うち社外取締役３名）の計17名で構成されております。な
お社外取締役３名は、いずれも株式会社東京証券取引所及び名古屋証券取引所が定める
独立役員として届け出ております。
また、社内取締役２名と社外取締役２名で構成される「指名・報酬委員会」を設置
し、取締役会の透明性を確保する体制としております。

３．本基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配される
ことを防止するための取組みの内容の概要
当社は、当社株券等に対する大量買付けがなされた際に、当該大量買付けに応じるべきか
否かを株主の皆様が判断し、また当社取締役会が株主の皆様のために代替案を提示し、大量
買付者と交渉を行うこと等を可能とするために必要な情報や時間を確保することが必要と考
えております。
当社は、上記の理由により、2017年６月29日開催の当社第60期定時株主総会において、

「当社株式の大量買付行為への対応策（買収防衛策）」（以下「本プラン」といいます。）への
更新について、株主の皆様のご承認を得ました。なお、当社は、2008年６月26日開催の当
社第51期定時株主総会において株主の皆様からご承認をいただいて、「当社株式の大規模買
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付行為への対応方針（買収防衛策）」を導入し、同対応方針は2014年６月26日開催の当社
第57期定時株主総会において株主の皆様のご承認を得て、有効期間を2017年３月期に関す
る定時株主総会の終結の時までとして更新されており（以下「旧プラン」といいます。）、本
プランは、旧プランの有効期間の満了に伴い、所要の修正を加えたうえで更新されたもので
あります。
本プランは、大量買付者に対し、本プランの遵守を求めるとともに、大量買付者が本プラ
ンを遵守しない場合、並びに大量買付行為が当社グループの企業価値及び株主共同の利益を
著しく害するものであると判断される場合の対抗措置を定めており、その概要は以下のとお
り で す （な お、 本 プ ラ ン の 詳 細 に つ き ま し て は、 当 社 の ホ ー ム ペ ー ジ
（http://www.valorholdings.co.jp/）で公表している2017年５月９日付プレスリリース
「会社の支配に関する基本方針の改定及び当社株式の大量買付行為への対応策（買収防衛策）
の更新に関するお知らせ」をご参照ください。）。

（１）本プランに係る手続の設定
本プランは、当社グループの企業価値及び株主共同の利益を確保・向上させることを
目的として、大量買付者による大量買付行為が行われる場合に、当該大量買付者に対
し、事前に当該大量買付行為に関する情報の提供を求め、当社が、当該大量買付行為に
ついての情報収集・検討等を行う期間を確保した上で、株主の皆様に当社取締役会の代
替案等を提示したり、当該大量買付者との交渉等を行ったりするための手続を定めてい
ます。

（２）大量買付行為に対する対抗措置
大量買付者が大量買付行為を行うにあたり、本プランにおいて定められた手続に従わ
ない大量買付行為がなされる場合や、かかる手続に従った場合であっても当該大量買付
行為が当社の企業価値及び株主共同の利益を著しく害するものであると判断される場合
には、当社は、かかる大量買付行為に対する対抗措置として、原則として新株予約権を
株主の皆様に無償で割り当てるものです。
本プランに従って割り当てられる新株予約権（以下「本新株予約権」といいます。）
には、①大量買付者及びその関係者による行使を禁止する行使条件や、②当社が本新株
予約権の取得と引換えに大量買付者及びその関係者以外の株主の皆様に当社株式を交付
する取得条項等を付すことが予定されております。
本新株予約権の無償割当てが実施された場合、かかる行使条件や取得条項により、当
該大量買付者及びその関係者の有する議決権の当社の総議決権に占める割合は、大幅に
希釈化される可能性があります。
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（３）独立委員会の設置
本プランに定めるルールに従って一連の手続が遂行されたか否か、及び、本プランに
定めるルールが遵守された場合に当社の企業価値及び株主共同の利益を確保し又は向上
させるために必要かつ相当と考えられる一定の対抗措置を講じるか否かについては、当
社取締役会が最終的な判断を行いますが、その判断の合理性及び公正性を担保するため
に、当社は、当社取締役会から独立した組織として、独立委員会を設置します。独立委
員会は３名以上５名以下の委員により構成され、公正で中立的な判断を可能とするた
め、委員は、社外取締役、弁護士、税理士、公認会計士、学識経験者、投資銀行業務に
精通している者及び他社の取締役、監査役、執行役もしくは執行役員として経験のある
社外者等の中から当社取締役会が選任するものとします。

（４）情報開示
当社は、本プランに基づく手続を進めるにあたって、大量買付者が出現した事実、大
量買付者から情報を受領した事実、取締役会の判断の概要、独立委員会の判断の概要、
対抗措置の発動又は不発動の決定の概要、対抗措置の発動に関する事項その他の事項に
ついて、株主の皆様に対し、適時適切に開示いたします。

４．本プランの合理性（本プランが基本方針に沿い、当社株主の共同の利益を損なうものでは
なく、当社役員の地位の維持を目的とするものではないこと及びその理由）
当社取締役会は、本プランが、以下の理由により、上記１の基本方針の実現に沿うもので
あり、当社株主の共同の利益を損なうものではなく、また当社役員の地位の維持を目的とす
るものでもないと考えております。
１．買収防衛策に関する指針（経済産業省及び法務省が2005年５月27日に発表した「企
業価値・株主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」）の要件
等を完全に充足していること

２．企業価値及び株主共同の利益の確保又は向上を目的として更新されていること
３．株主意思を重視するものであること
４．独立性の高い社外者（独立委員会）の判断の重視
５．対抗措置発動に係る合理的な客観的要件の設定
６．独立した地位にある第三者専門家の助言の取得
７．デッドハンド型買収防衛策やスローハンド型買収防衛策ではないこと
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連結株主資本等変動計算書
　

（2019
2020

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：百万円）
　

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 13,609 15,543 95,468 △566 124,054
連結会計年度中の変動額

非支配株主との取引に係る親会社の持分変動 △269 △269
株式交換による増加 4,802 4,802
剰 余 金 の 配 当 △2,689 △2,689
親会社株主に帰属する当期純利益 6,477 6,477
自 己 株 式 の 取 得 △0 △0
自 己 株 式 の 処 分 0 0
株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動
額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 － 4,532 3,788 △0 8,320
当 期 末 残 高 13,609 20,076 99,256 △566 132,375
　

その他の包括利益累計額
新株
予約権

非支配
株主持分

純資産
合計

そ の 他
有価証券
評価差額金

繰延
ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

退職給付
に係る調
整累計額

その他の
包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 421 0 155 △33 544 101 693 125,395
連結会計年度中の変動額

非支配株主との取引に係る親会社の持分変動 △269
株式交換による増加 4,802
剰 余 金 の 配 当 △2,689
親会社株主に帰属する当期純利益 6,477
自 己 株 式 の 取 得 △0
自 己 株 式 の 処 分 0
株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動
額（純額）

△2,287 △0 117 △1 △2,171 40 9,060 6,929

連結会計年度中の変動額合計 △2,287 △0 117 △1 △2,171 40 9,060 15,250
当 期 末 残 高 △1,865 0 273 △34 △1,627 142 9,754 140,645
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連 結 注 記 表
　
Ⅰ. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
　

1. 連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数 52社
主要な連結子会社の名称 株式会社バロー、中部薬品株式会社、株式会社アクト

ス、アレンザホールディングス株式会社
当社の完全子会社であった株式会社ホームセンターバローとアレンザホールディング
ス株式会社との株式交換を実施し、同社を連結子会社としております。
これにより新たに連結子会社となった会社は以下のとおりです。
アレンザホールディングス株式会社、株式会社ダイユーエイト、株式会社タイム、株
式会社アミーゴ、株式会社日敷、株式会社アレンザ・ジャパン、株式会社ジョーカー、
有限会社アグリ元気岡山
これに加えて有限会社ひだ薬局、株式会社てらお食品、有限会社サンファーマシー及
び株式会社アプローチは、新たに株式を取得したため、当連結会計年度より連結の範囲
に含めております。

（2）主要な非連結子会社の名称等
株式会社協働及び有限会社日敷購売会は、当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響
が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、連結の適用範囲から除いておりま
す。

（3）議決権の過半数を自己の計算において所有している会社等を子会社としなかった会社等
の名称等
該当事項はありません。

（4）支配が一時的であることと認められること等により、連結の範囲から除かれた子会社の
財産又は損益に関する事項
該当事項はありません。

2. 持分法の適用に関する事項
（1）持分法を適用した関連会社の数及び主要な会社の名称

持分法を適用した関連会社の数 ２社
持分法を適用した関連会社の名称 株式会社どんたく、株式会社アグリトレード
なお、山成商事株式会社は、2019年４月１日付で、株式会社どんたくに社名変更して
おります。
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（2）持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称等
関連会社である株式会社牧歌コーポレーション、株式会社旨味屋クラブ、株式会社織
田ショッピングセンター、SEORO FOOD CO.,LTD、株式会社協働、有限会社日敷購
売会、有限会社吉備路オーガニックワーク及び株式会社横手エス・シーは、当期純損益
及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持
分法の適用範囲から除いております。

（3）議決権の100分の20以上、100分の50以下を自己の計算において所有している会社等の
うち関連会社としなかった会社等の名称等
該当事項はありません。

（4）持分法の適用の手続きについて特に記載する事項
該当事項はありません。
　

3. 連結子会社の事業年度に関する事項
連結子会社のうち、アレンザホールディングス株式会社、株式会社ダイユーエイト、
株式会社タイム、株式会社アミーゴ、株式会社日敷、株式会社アレンザ・ジャパン、株
式会社ジョーカー、有限会社アグリ元気岡山及び株式会社ホームセンターバローの決算
日は、２月29日であります。また、V-drug International CO.,LTD.及びV-drug Hong
Kong CO.,LTD.の決算日は、12月31日であります。
連結計算書類を作成するに当たっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日と
の間に生じた重要な取引については、連結決算上必要な調整を行っております。

　
4. 会計方針に関する事項
（1）資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
時価のあるもの……決算期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定）

時価のないもの……移動平均法による原価法
② たな卸資産の評価基準及び評価方法

商 品……売価還元法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの
方法）

製 品……最終仕入原価法による原価法（収益性の低下による簿価切下
げの方法）

原 材 料……最終仕入原価法による原価法（収益性の低下による簿価切下
げの方法）
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貯 蔵 品……最終仕入原価法による原価法（収益性の低下による簿価切下
げの方法）

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
有 形 固 定 資 産
(リース資産を除く)

……定率法
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物(建物付属設備
は除く)並びに2016年４月１日以降に取得した建物付属設備
及び構築物については定額法
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物 ６～45年
その他（器具及び備品） ３～20年

無 形 固 定 資 産
(リース資産を除く)

……定額法
なお、ソフトウェア（自社利用）については、社内における
利用可能期間（５年）に基づく定額法

長 期 前 払 費 用……定額法
リ ー ス 資 産……所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
（3）重要な引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金……債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、
貸倒実績率による計算額を、貸倒懸念債権等特定の債権につ
いては、個別に回収可能性を検討し回収不能見込額を計上し
ております。

賞 与 引 当 金……従業員の賞与の支給に備えるため、当連結会計年度の負担す
べき支給見込額を計上しております。

役員賞与引当金……役員の賞与の支給に備えるため、当連結会計年度の負担すべ
き支給見込額を計上しております。

ポイント引当金……当社及び連結子会社の一部は、顧客に付与したポイントの使
用に基づく値引きに備えるため、当連結会計年度末の有効ポ
イント残高のうち、将来使用されると見込まれる金額を計上
しております。

未回収商品券引当金……当社及び連結子会社の一部が発行している商品券の未回収分
について、一定期間経過後に、収益に計上したものに対する
将来の回収見込額を計上しております。

役員退職慰労引当金……連結子会社の一部は役員の退職慰労金の支給に備えるため、
内規に基づく当連結会計年度における期末要支給額を計上し
ております。
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店舗閉鎖損失引当金……店舗閉鎖に伴い発生する損失に備え、店舗閉鎖により合理的
に見込まれる中途解約金等の閉鎖関連損失見込額を計上して
おります。

（4）退職給付に係る会計処理の方法
①退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰
属させる方法については、給付算定式基準によっております。
②数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数（５～15年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連
結会計年度から費用処理しております。
③小規模企業等における簡便法の採用
一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に
係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しており
ます。

（5）重要なヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ処理によっております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段…為替予約
ヘッジ対象…外貨建予定取引

③ヘッジ方針
デリバティブ取引に関する権限規程及び取引限度額等を定めた内部規程に基づき、
ヘッジ対象に係る為替相場変動リスクを一定の範囲内でヘッジしております。
④ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ手段のキャッシュ・
フロー変動の累計とヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計を比較して有効性を
判定しております。

（6）その他連結計算書類作成のための重要な事項
①消費税等の処理方法
消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、免税事業者に該当す
る連結子会社については税込方式によっております。
②のれんの償却に関する事項
のれんの償却については、のれんの発生原因に基づき、その効果の及ぶ期間(３～
20年)で均等償却しております。
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5. 追加情報
新型コロナウイルス感染症の拡大により、当連結会計年度においてスポーツクラブ事
業における営業自粛による店舗休業等の影響が生じております。当グループは、本感染
症の拡大に伴うスポーツクラブ事業への影響が2021年３月期を通じて継続するとの仮定
のもと、固定資産の減損会計及び繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積りを行っ
ております。

Ⅱ. 表示方法の変更
連結損益計算書
営業外費用の「為替差損」（前連結会計年度56百万円）は、従来、連結損益計算書上、

「その他」に含めて表示しておりましたが、重要性が増したため、当連結会計年度より
「為替差損」（当連結会計年度710百万円）と表示しております。

Ⅲ．連結貸借対照表に関する注記
　

1. 担保に供している資産及び担保に係る債務
（1）担保に供している資産

現金及び預金 122百万円
流動資産その他（未収入金） 4百万円
建物 3,390百万円
機器装置 274百万円
土地 3,482百万円
投資有価証券 7百万円
差入保証金 95百万円
計 7,377百万円

（注）建物のうち59百万円は、当社がテナント入店している建物所有者の借入金227百万円を担保するため、
物上保証に供しているものであります。

（2）担保に係る債務
１年内返済予定の長期借入金 1,502百万円
長期借入金 5,253百万円
長期預り保証金 204百万円
計 6,960百万円

　
2. 有形固定資産の減価償却累計額 198,130百万円
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3. 保証債務
連結会社以外の以下の会社の金融機関等からの借入に対し、債務保証を行っておりま
す。
福井西部商業開発協同組合（連帯保証人 11名） 227百万円

Ⅳ．連結損益計算書に関する注記
　

1. 減損損失
（1）減損損失を認識した資産グループの概要

用途 種類 場所 金額

店舗 土地及び建物等

岐阜県 790百万円
新潟県 419百万円
愛知県 376百万円
福井県 208百万円
静岡県 166百万円
石川県 160百万円
三重県 159百万円
栃木県 153百万円
岡山県 136百万円
山梨県 128百万円
その他 366百万円

計 3,065百万円
（2）減損損失の認識に至った経緯

店舗における営業活動から生ずる損益が継続してマイナス又は継続してマイナスとな
る見込みである資産グループ、及び遊休状態にあり今後の使用目処が立っていない資産
グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失
に計上しております。

（3)減損損失の金額
種類 金額

建物及び構築物 1,939百万円
機械装置及び運搬具 0百万円
土地 103百万円
リース資産 237百万円
建設仮勘定 26百万円
有形固定資産その他（器具及び備品他） 205百万円
のれん 358百万円
無形固定資産（借地権他） 56百万円
差入保証金 114百万円
投資その他の資産その他（長期前払費用他） 24百万円

計 3,065百万円
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（4)資産のグルーピングの方法
キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、主として店舗を基本単位とし、また
遊休資産については物件単位毎にグルーピングしております。

（5)回収可能価額の算定方法
資産グループの回収可能価額は正味売却価額又は使用価値により測定しております。
正味売却価額は、建物及び土地については不動産鑑定士による不動産鑑定評価額を基に
算定した金額、その他の固定資産については取引事例等を勘案した合理的な見積りによ
り評価しております。また、使用価値は、将来キャッシュ・フローを4.0％で割り引いて
算定しております。

Ⅴ．連結株主資本等変動計算書に関する注記
　

1. 当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数
普 通 株 式 53,987,499株
自 己 株 式 293,255株

　
2. 配当に関する事項
（1）配当金支払額
決 議 株式の種類 配当金の総額

（百万円）
１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効力発生日

2019年５月９日
取締役会決議 普通株式 1,398 26.00 2019年３月31日 2019年６月11日

2019年11月７日
取締役会決議 普通株式 1,290 24.00 2019年９月30日 2019年12月４日

計
（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな

るもの

決 議 株式の種類 配当金の総額
（百万円） 配当の原資

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2020年５月22日
取締役会決議 普通株式 1,505 利益剰余金 28.00 2020年３月31日 2020年６月10日

　

― 20 ―

2020年05月29日 11時44分 $FOLDER; 20ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



3. 新株予約権に関する事項
　

会社名 内 訳 目的となる
株式の種類

目的となる株式の数（千株） 当連結会
計年度末
残 高
（百万円）

当連結
会計年度
期首

増加 減少 当連結会
計年度末

当社
2015年ストック
オプションとし
ての新株予約権

普通株式 200 － － 200 101

アレンザホール
ディングス㈱

2014年度株式報
酬型新株予約権 普通株式 23 － － 23 14

2015年度株式報
酬型新株予約権 普通株式 20 － － 20 13

2016年度株式報
酬型新株予約権 普通株式 27 － 1 26 13

合 計 271 － 1 270 142
（注）目的となる株式の数は、新株予約権が権利行使されたものと仮定した場合における株式数を記載してお

ります。
　
Ⅵ．金融商品に関する注記
　

1. 金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、店舗の開設のための設備投資計画に基づき、必要な資金を銀行借入
や社債の発行により調達しております。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、
また、短期的な運転資金は銀行借入により調達しております。
なお、デリバティブ取引は、後述のリスク回避のために利用しており、投機的な取引
は行わない方針であります。

（2）金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。投資
有価証券は、主に取引先企業との業務等に関連する株式であり、市場価格の変動リスク
に晒されております。また、関係会社等に対し短期貸付及び長期貸付を行っております。
差入保証金は、主に店舗の土地又は建物を賃借するためのものであり、契約先（地主
又はデベロッパー）の信用リスクに晒されております。
営業債務である支払手形及び買掛金並びに未払法人税等は、１年以内の支払期日であ
ります。
長期借入金及び社債は、主に店舗の設備投資に必要な資金の調達を目的としたもので
あり、償還日は概ね５年以内であります。借入の一部は、変動金利であるため、金利の
変動リスクに晒されております。
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預り保証金は、当社グループの店舗へ出店しているテナントからの預り金であり、契
約満了時に返還が必要になります。
デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッ
ジ取引を目的とした先物為替予約取引を目的とした通貨スワップ取引であります。なお、
ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法
等については、前述の「会計方針に関する事項」に記載されている「重要なヘッジ会計
の方法」をご覧ください。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
当社は、営業債権について、財務経理部で取引先毎の期日管理及び残高管理を行うと
ともに、財政状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。
差入保証金の主なものについては、開発・資産管理部が契約先の保有する土地又は建
物に抵当権を設定し、信用リスクを回避しております。
② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
投資有価証券については、市場価格の変動リスクに晒されており、財務経理部におい
て四半期毎に時価や発行体の財務状況を把握することにより市場価格の変動リスクの軽
減を図っております。
デリバティブ取引については、デリバティブ取引管理規定に基づき、財務経理部にお
いて四半期毎に契約先と残高照合等を行っております。連結子会社についても同様に、
デリバティブ取引管理規程に準じ、管理を行っております。
③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理
営業債務、借入金、社債及び預り保証金は、流動性リスクに晒されておりますが、当
社グループでは、各社が月次に資金繰計画を作成するなどの方法により管理しておりま
す。
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2. 金融商品の時価等に関する事項
2020年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれ
らの差額については、次のとおりです。なお、時価を把握することが極めて困難と認めら
れるものは、次表に含まれておりません。

（単位：百万円）
　

連結貸借対照表
計上額（＊） 時価（＊） 差額

（1） 現金及び預金 24,687 24,687 －
（2） 受取手形及び売掛金 12,779
　 　貸倒引当金 △10

12,769 12,769 －
（3） 短期貸付金 84 84 －
（4） 投資有価証券
　 　その他有価証券 5,890 5,890 －
（5） 長期貸付金 1,052

　貸倒引当金 △341
711 747 36

（6） 差入保証金 32,102 31,405 △697
（7） 支払手形及び買掛金 (51,400) (51,400) －
（8） 短期借入金 (26,159) (26,159) －
（9） 未払法人税等 (3,659) (3,659) －
（10）社債（１年内償還予定を含む) (10,030) (10,031) 1
（11）長期借入金（１年内返済予定を含む） (74,670) (74,300) △369
（12）長期預り保証金 (6,906) (6,861) △44
(13) デリバティブ取引 0 0 －

　

＊負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
　

（注１） 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項
(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金、並びに(3)短期貸付金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価
額によっております。
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(4)投資有価証券
これらの時価については、株式は取引所の価格によっております。
なお、有価証券はその他有価証券として保有しており、これに関する連結貸借対照表計
上額と取得原価との差額は以下のとおりです。

（単位：百万円）
　

種類 取得原価 連結貸借対照表
計上額 差額

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株式 578 845 267
債券 6 9 2

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株式 6,977 4,955 △2,022
債券 98 80 △18

合 計 7,660 5,890 △1,769
　

（注） 表中の「取得原価」は、減損処理後の帳簿価額であります。
(5)長期貸付金

時価の算定方法は、元利金の合計額を、同様の新規貸付を行った場合に想定される利率
で割り引いて算定する方法によっております。

(6)差入保証金
時価の算定方法は、元利金の合計額をリスクフリーの利率に預託先の信用度を調整した
利率で割り引いて算定する方法によっております。

(7)支払手形及び買掛金、(8)短期借入金、並びに(9)未払法人税等
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価
額によっております。

(10)社債(１年内償還予定を含む)、(11)長期借入金(１年内返済予定を含む)
これらの時価の算定方法は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定さ
れる利率で割り引いて算定する方法によっております。

(12)長期預り保証金
時価の算定方法は、元利金の合計額をリスクフリーの利率に当社の信用度を調整した利
率で割り引いて算定する方法によっております。
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(13)デリバティブ取引
ヘッジ会計が適用されているもの
ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引について、ヘッジ会計の方法毎の連結決
算日における契約額又は契約において定められた元本相当額等は次のとおりであります。

ヘッジ会計の
方法

デリバティブ
取引の種類等 主なヘッジ対象 契約額 契約額のうち

１年超 時価

原則的処理方
法

為替予約取引
　買建
　 米ドル 買掛金 31 百万円 － 32 百万円

　

（注２） 非上場株式（連結貸借対照表計上額1,251百万円）は、市場性がなく、かつ将来キャ
ッシュ･フローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認め
られるため、「(4)投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。

（注３） 金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額
（単位：百万円）

　

１年以内 １年超
５年以内

５年超
10年以内 10年超

預金 17,878 － － －
受取手形及び売掛金 12,779 － － －
短期貸付金 84 － － －
長期貸付金 66 550 301 133
差入保証金 1,878 3,943 5,381 20,899

合 計 32,686 4,494 5,682 21,033
（注４） 長期借入金及びその他の有利子負債の返済予定額

（単位：百万円）
　

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

社債 20 10,010 － － － －
長期借入金 21,180 18,732 13,687 5,917 8,796 6,357

合 計 21,200 28,742 13,687 5,917 8,796 6,357
　
Ⅶ．賃貸等不動産に関する注記
　

1. 賃貸等不動産の状況に関する事項
当社及び一部の子会社では、東海地方及び北陸地方を中心に賃貸用の商業施設（土地を
含む。）を有しております。
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2. 賃貸等不動産の時価に関する事項
（単位：百万円）

　

連結貸借対照表計上額 時価
9,447 7,728

　

（注１） 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除し
た金額であります。

（注２） 当期末の時価は、主要な物件については、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価
書に基づく金額、その他の物件については、一定の評価額や適切に市場価格を反映して
いると考えられる指標を用いて自社で算定した金額であります。また、当期に新規取得
したものについては、時価の変動が軽微であると考えられるため、連結貸借対照表計上
額をもって時価としております。

Ⅷ．１株当たり情報に関する注記
　

1. １株当たり純資産額 2,435円06銭
2. １株当たり当期純利益 120円63銭

　
Ⅸ．重要な後発事象に関する注記
　

合併による企業結合
当社は、2020年２月６日開催の取締役会において、当社の完全子会社である株式会社コアサ

ポートを吸収合併することを決議し、2020年４月１日付で合併しております。
1. 企業結合の概要
（1）結合当事企業の名称及び事業の内容

結合当事企業の名称 株式会社コアサポート
事業の内容 経営管理業務の受託事業

（2）企業結合を行った理由
当社では2015年10月の持株会社体制への移行を機にグループ各社の経営管理機能を
集約し、2016年10月に設立した株式会社コアサポートに経営管理業務を委託しており
ましたが、効率化や情報の一元管理において一定の成果が得られたことから、グループ
戦略機能の更なる強化及び経営効率の改善に向けて、同社を吸収合併し、経営資源の再
分配を図ることを目的として行われたものです。

（3）企業結合日
2020年４月１日

（4）企業結合の法的形式
　 当社を吸収合併存続会社、株式会社コアサポートを吸収合併消滅会社とする吸収合併

（5）結合後企業の名称
　 株式会社バローホールディングス
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2. 会計処理の概要
「企業結合に関する会計基準」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関す
る適用指針」に基づき、共通支配下の取引として処理しております。

Ⅹ．企業結合等に関する注記
　株式交換による企業結合
1. 企業結合の概要
（1）被取得企業の名称と事業の内容

被取得企業の名称 アレンザホールディングス株式会社
事業の内容 ホームセンター事業、ペット事業等を行う子会社の経営管理

（2）企業結合を行った理由
当社及びアレンザホールディングス株式会社が属する日本の流通業界においては、少
子高齢化による消費・生産人口の減少、消費者の節約志向・ネットビジネスの成長等に
見られる消費者の購買行動の変化、更にはオーバーストア・業態間競争の激化等、過去
に経験したことのない変化に直面しており、事業を取り巻く環境は大きく変化しており
ます。
かかる状況及び課題認識を踏まえ、当社及びアレンザホールディングス株式会社は、
グループ会社間でのプライベートブランド商品の販売・仕入の取引関係を通じ、両社と
もに成長志向を強く有しているとの共通認識を得ていたことから、2018年６月より、流
通業界を取り巻く変化に対し、持続的な成長を共に実現するための各種施策について協
議を開始するに至りました。そして、当社及びアレンザホールディングス株式会社は、
更なる「攻めの経営戦略」を打ち立てていくことが重要であるとの共通認識の下に協議
を重ねた結果、業務上の提携関係にとどまらず、本株式交換によって、両社のホームセ
ンター事業の統合を通じた事業規模の拡大を図るとともに、両社の間に強固な資本上の
関係を構築し、その上で、両社の強みを持ち寄り、シナジー効果を最大化させることが
重要との結論に至り、本事業統合及び本提携を行うこととしました。

（3）企業結合日
2019年４月１日

（4）企業結合の法的形式
アレンザホールディングス株式会社を株式交換完全親会社とし、株式会社ホームセン
ターバローを株式交換完全子会社とする株式交換

（5）結合後企業の名称
変更はありません。

（6）取得した議決権の比率
50.21%
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（7）取得企業を決定するに至った主な根拠
本株式交換はアレンザホールディングス株式会社を完全親会社、株式会社ホームセン
ターバローを完全子会社とするものでありますが、当社がアレンザホールディングス株
式会社の普通株式を取得したことにより、当社はアレンザホールディングス株式会社の
親会社となることから、「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会）及び「企業結合
会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号）
に基づき、株式会社ホームセンターバローを取得企業、アレンザホールディングス株式
会社を被取得企業とする「逆取得」としてパーチェス法が適用されることとなります。

2. 当連結累計期間に係る当連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間
2019年３月１日から2020年２月29まで

3. 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
企業結合日に交付したとみなした
アレンザホールディングス株式会社の普通株式の時価

7,014百万円

取得原価 7,014百万円

4．主要な取得関連費用の内容及び金額
アドバイザリー費用等 337百万円

5．株式の種類別の交換比率
（1）株式の種類別の交換比率

株式会社ホームセンターバローの普通株式１株に対して、アレンザホールディングス
株式会社の普通株式7,488.557株を取得いたしました。

（2）株式交換比率の算定方法
当社及びアレンザホールディングス株式会社は、本株式交換比率の算定にあたり、公
正性を期すため、当社は、デロイトトーマツファイナンシャルアドバイザリー合同会社
を、アレンザホールディングス株式会社は、大和証券株式会社を、両社から独立したフ
ァイナンシャル・アドバイザー及び第三者算定機関として、それぞれ選定し、それぞれ
株式交換比率の算定を依頼しました。
大和証券株式会社は、アレンザホールディングス株式会社及び株式会社ホームセンタ
ーバローについて、両社と比較可能な上場会社が複数存在し、類似会社比較による両社
普通株式の株式価値の類推が可能であることから類似会社比較法を、また、将来の事業
活動の状況を評価に反映するためＤＣＦ法を、それぞれ採用して算定を行いました。デ
ロイトトーマツファイナンシャルアドバイザリー合同会社は、アレンザホールディング
ス株式会社の普通株式が東京証券取引所市場第一部に上場されており、市場株価が存在
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することから市場株価法、また、同社には比較可能な上場類似会社が存在し、類似会社
比較法による株式価値の類推が可能であることから類似会社比較法を、それらに加えて
将来の事業活動の状況を評価に反映するためＤＣＦ法を、それぞれ採用して算定を行い
ました。
このようにそれぞれ第三者算定機関から提出を受けた算定結果を踏まえて、また、各
社において両社の財務状況、業績動向、当社の株価動向等を勘案し慎重に交渉・協議を
重ねた結果、上記株式交換比率が妥当であり、両社の株主の皆様の利益に資するものと
の判断に至り合意しました。

（3）交付した株式数
2,000株

6．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
（1）のれんの金額

240百万円
なお、のれんの金額は第３四半期連結会計期間末において取得原価の配分が完了して
おらず、暫定的に計算された金額でありましたが、当連結会計年度末までに確定してお
ります。暫定的に処理されたのれんの修正額は、次のとおりであります。
修正項目 のれん修正金額
のれん（修正前） 1,653百万円
その他（無形固定資産） △2,149百万円
繰延税金負債 735百万円
修正金額合計 △1,413百万円
のれん（修正後） 240百万円
この結果、暫定的に算定されたのれんの金額1,653百万円は、会計処理の確定により
1,413百万円減少し、240百万円となっております。

（2）発生原因
被取得企業である当社の取得原価が、企業結合日時点における当社の時価純資産（取
得した資産及び引き受けた負債に配分された純額）を上回ったため、その超過額をのれ
んとして認識しております。

（3）償却方法及び償却期間
20年間にわたる均等償却
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7. 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
流動資産 23,112百万円
固定資産 31,981百万円
資産合計 55,094百万円
流動負債 24,612百万円
固定負債 18,717百万円
負債合計 43,330百万円

　取得による企業結合
１. 企業結合の概要
（1）被取得企業の名称と事業の内容

被取得企業の名称 有限会社ひだ薬局
事業の内容 ドラッグストア事業

（2）企業結合を行った理由
有限会社ひだ薬局は、岐阜県高山市及び飛騨市に調剤専門薬局を７店舗展開しており、
今回の株式取得によりドラッグストア事業の同地区におけるドミナントの更なる拡大を
図るため。

（3）企業結合日
2019年７月31日

（4）企業結合の法的形式
現金を対価とする株式取得

（5）結合後企業の名称
変更はありません。

（6）取得した議決権の比率
100％

（7）取得企業を決定するに至った主な根拠
当社の連結子会社である中部薬品株式会社が、現金を対価として有限会社ひだ薬局の
株式を取得したためであります。

2. 当連結累計期間に係る当連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間
2019年８月１日から2020年３月31まで

3. 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
取得の対価 現金 720百万円
取得原価 720百万円
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4．主要な取得関連費用の内容及び金額
仲介費用等 48百万円

5．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
（1）のれんの金額

193百万円
（2）発生原因

主として今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力であります。
（3）償却方法及び償却期間

５年間にわたる均等償却

6. 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
流動資産 546百万円
固定資産 231百万円
資産合計 778百万円
流動負債 209百万円
固定負債 42百万円
負債合計 252百万円

Ⅺ．資産除去債務に関する注記
当連結会計年度において、不動産賃貸借契約に基づく原状回復費用について、退店等の新たな

情報の入手に伴い、店舗退店時に必要とされる原状回復費用に関して、見積りの変更を行い、当
連結会計年度において1,651百万円を変更前の資産除去債務に加算しております。
この変更による当連結会計年度の損益に与える影響は軽微であります。
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株主資本等変動計算書
　

（2019
2020

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：百万円）
　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資 本
準備金

その他
資 本
剰余金

資 本
剰余金
合 計

利 益
準備金

その他利益剰余金 利 益
剰余金
合 計

建 物
圧 縮
積立金

別 途
積立金

繰 越
利 益
剰余金

当 期 首 残 高 13,609 14,363 1,176 15,539 322 55 28,400 11,383 40,161
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △2,689 △2,689
建 物 圧 縮 積 立 金 の 取 崩 △3 3 －
当 期 純 利 益 935 935
自 己 株 式 の 取 得
自 己 株 式 の 処 分
株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）
事業年度中の変動額合計 － － － － － △3 － △1,750 △1,753
当 期 末 残 高 13,609 14,363 1,176 15,539 322 51 28,400 9,633 38,407
　

　
　

株主資本 評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計自己株式 株主資本合計 その他有価証券

評価差額金
評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △566 68,744 421 421 101 69,268
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △2,689 △2,689
建 物 圧 縮 積 立 金 の 取 崩 － －
当 期 純 利 益 935 935
自 己 株 式 の 取 得 △0 △0 △0
自 己 株 式 の 処 分 0 0 0
株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） △2,272 △2,272 △2,272

事業年度中の変動額合計 △0 △1,753 △2,272 △2,272 － △4,025
当 期 末 残 高 △566 66,990 △1,850 △1,850 101 65,242
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個 別 注 記 表

Ⅰ. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
　

1. 資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式…移動平均法による原価法
その他有価証券
時価のあるもの ……………決算期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原
価は移動平均法により算定）

時価のないもの ……………移動平均法による原価法
　
2. 固定資産の減価償却の方法

有 形 固 定 資 産
(リース資産を除く)

……………定率法
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物
付属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得
した建物付属設備及び構築物については定額法
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建 物 15～40年
構 築 物 10～30年
器具及び備品 ５～８年

無 形 固 定 資 産
(リース資産を除く)

……………定額法
なお、ソフトウェア（自社利用）については、社内に
おける利用可能期間（５年）に基づく定額法

長 期 前 払 費 用……………定額法
リ ー ス 資 産……………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース

資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額
法
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3. 引当金の計上基準
貸 倒 引 当 金……………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては、貸倒実績率による計算額を、貸倒懸念債権等
特定の債権については、個別に回収可能性を検討し回
収不能見込額を計上しております。

賞 与 引 当 金……………従業員の賞与の支給に備えるため、当事業年度末の負
担すべき支給見込額を計上しております。

役 員 賞 与 引 当 金……………役員の賞与の支給に備えるため、当事業年度末の負担
すべき支給見込額を計上しております。

ポ イ ン ト 引 当 金……………顧客に付与したポイントの使用に基づく値引きに備え
るため、当事業年度末の有効ポイント残高のうち、将
来使用されると見込まれる金額を計上しております。

未回収商品券引当金……………当社が発行している商品券の未回収分について、一定
期間経過後に、収益に計上したものに対する将来の回
収見込額を計上しております。

退 職 給 付 引 当 金……………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ
る退職給付債務の見込額に基づき、当期末において発
生していると認められる額を計上しております。
①退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定に当たり、退職給付債務見込額
を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につい
ては、給付算定式基準によっております。
②数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における
従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10
～15年）による定額法により、翌事業年度から費
用処理しております。

株 式 報 酬 引 当 金……………取締役を対象とした株式報酬制度による当社株式の交
付に備えるため、株式交付規程に基づき、取締役に割
り当てられたポイントに応じた株式の支給見込額を計
上しております。

店舗閉鎖損失引当金……………店舗閉鎖に伴い発生する損失に備え、店舗閉鎖により
合理的に見込まれる中途解約金等の閉鎖関連損失見込
額を計上しております。
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4. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
（1）退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、
連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

（2）消費税等の処理方法
消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

Ⅱ．貸借対照表に関する注記
1. 担保に供している資産及び担保に係る債務
担保に供している資産
建物 59百万円

（注）建物59百万円は、当社がテナント入店している建物所有者の借入金227百万円を担保するため、物上保
証に供しているものであります。

　

2. 有形固定資産の減価償却累計額 88,533百万円

3. 保証債務
当社がテナント入店している下記の建物所有者の福井県からの中小企業高度化資金借入金
に対し、連帯保証を行っております。なお、当該連帯保証は複数の保証人の総額で表示して
おります。

福井西部商業開発協同組合（連帯保証人11名） 227百万円
　

子会社である株式会社ダイエンフーズ、中部アグリ株式会社及びVARO CO.,LTD.の金融
機関からの借入に対し、債務保証を行っております。

借入金 1,036百万円
　
4. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

短期金銭債権 10,172百万円
長期金銭債権 148百万円
短期金銭債務 35,335百万円
長期金銭債務 1,388百万円
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Ⅲ．損益計算書に関する注記
　

1. 関係会社との取引高
営業取引による取引高
　営業収入 29,364百万円
　販売費及び一般管理費 2,654百万円
営業取引以外の取引 196百万円

2. 減損損失
（1）減損損失を認識した資産グループの概要

用途 種類 場所 金額

店舗 建物等

新潟県 564百万円
愛知県 392百万円
岐阜県 49百万円
石川県 14百万円

計 1,021百万円
（2）減損損失の認識に至った経緯

店舗における営業活動から生ずる損益が継続してマイナス又は継続してマイナスとな
る見込みである資産グループ及び閉鎖の意思決定をした店舗等の資産グループについて、
その帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上
しております。

（3)減損損失の金額
種類 金額

建物 600百万円
構築物 93百万円
リース資産 194百万円
借地権 5百万円
長期前払費用 12百万円
差入保証金 114百万円

計 1,021百万円
（4)資産のグルーピングの方法

キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、主として店舗を基本単位とし、また
遊休資産については物件単位毎にグルーピングしております。

（5)回収可能価額の算定方法
資産グループの回収可能価額は正味売却価額又は使用価値により測定しております。
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Ⅳ．株主資本等変動計算書に関する注記
　

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数
普 通 株 式 293,255株

(注) 当事業年度末の自己株式数には、「役員向け株式交付信託」制度の信託財産として、日本
トラスティ・サービス信託銀行株式会社が保有する当社株式88,000株が含まれておりま
す。

Ⅴ．税効果会計に関する注記
　

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
　賞与引当金 14百万円
　未払事業税及び地方法人特別税 26百万円
　退職給付引当金 615百万円
　貸倒引当金 872百万円
　減損損失 1,328百万円
　減価償却損金算入限度超過額 1,256百万円
　資産除去債務 2,013百万円
　ポイント引当金 265百万円
　その他 1,526百万円
　繰延税金資産小計 7,919百万円
　評価性引当額 △3,049百万円
　繰延税金資産合計 4,870百万円
繰延税金負債
　建物圧縮積立金 △22百万円
　未収事業税及び未収地方法人特別税 △0百万円
　未収配当金 △23百万円
　その他有価証券評価差額金 △51百万円
　固定資産評価益 △628百万円
　資産除去債務に対応する除去費用 △1,302百万円
　繰延税金負債合計 △2,029百万円
繰延税金資産(負債)の純額 2,840百万円
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Ⅵ．リースにより使用する固定資産に関する注記
　

貸借対照表に計上した固定資産のほか、リース契約により使用している固定資産の主なもの
は、店舗の建物、車両等であります。

　
Ⅶ．退職給付関係に関する注記
　

1. 採用している退職給付制度の概要
当社は確定拠出年金制度及び退職一時金制度を設けております。

　
2. 退職給付債務に関する事項
① 退職給付債務 2,084百万円
② 未認識数理計算上の差異 △65百万円
③ 退職給付引当金 2,019百万円

　
3. 退職給付費用に関する事項
① 勤務費用 188百万円
② 利息費用 9百万円
③ 数理計算上の差異の費用処理額 12百万円
④ その他（注） 152百万円
⑤ 退職給付費用（①＋②＋③＋④） 363百万円
（注） 「④その他」は確定拠出年金への掛金であります。

　
4. 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
① 退職給付債務の期間配分方法 給付算定式基準
② 割引率 0.3％
③ 数理計算上の差異の処理年数 10～15年

発生時の従業員の平均残存勤務期間の年数による定
額法により、翌事業年度から費用処理することとし
ております。
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Ⅷ．関連当事者との取引に関する注記
　

子会社及び関連会社等 （単位：百万円)
　

属性 会社等の名称 住 所 資本金
議 決 権 等
の 所 有 （被
所 有） 割 合

関連当事者
と の 関 係

取引の
内容 取引金額 科 目 期末残高

子会社 中部薬品㈱ 岐阜県
多治見市

1,441 直接所有
100.0％

資金の貸付
役員の兼任

資金の貸付
（注1）

5,938 関係会社
短期貸付金

9,323

受取利息 9 関係会社
長期貸付金

676

未収入金 2,283
未払金 2,381

㈱アクトス 岐阜県
多治見市

80 直接所有
100.0％

資金の貸付
役員の兼任

資金の貸付
（注1）

6,169 関係会社
短期貸付金

6,158

受取利息 10 関係会社
長期貸付金

676

中部流通㈱ 岐阜県
多治見市

52 直接所有
100.0％

資金の借入
役員の兼任

資金の借入
（注1）

3,773 関係会社
短期借入金

4,613

支払利息 6
中部フーズ㈱ 岐阜県

多治見市
95 直接所有

100.0％
資金の借入
役員の兼任

資金の借入
（注1）

1,999 関係会社
短期借入金

3,252

支払利息 3
メンテックス㈱ 岐阜県

多治見市
20 間接所有

100.0％
資金の借入 資金の借入

（注1）
4,778 関係会社

短期借入金
5,056

支払利息 8
㈱タチヤ 愛知県

名古屋市
天白区

30 直接所有
100.0％

資金の借入
役員の兼任

資金の借入
（注1）

7,216 関係会社
短期借入金

8,158

支払利息 12
㈱バロー 岐阜県

多治見市
100 直接所有

100.0％
資金の貸付
不動産の賃貸
収納代行及び
支払代行
役員の兼任

資金の貸付
（注1）

15,825 関係会社
短期貸付金

12,877

受取利息 26
営業収入
（注2）

18,837 未収入金 1,466

（注3） 立替金 4,991
未払金 27,051

㈱ホームセンタ
ーバロー

岐阜県
多治見市

100 間接所有
51.22％

資金の貸付
不動産の賃貸
収納代行及び
支払代行
役員の兼任

資金の貸付
（注1）

3,778 関係会社
短期貸付金

2,884

受取利息 6
営業収入 3,770 未収入金 418
（注2） 立替金 416
（注3） 未払金 5,008

㈱バローマック
ス

愛知県
名古屋市
中村区

100 直接所有
　 70.0％

資金の貸付
不動産の賃貸
役員の兼務

資金の貸付
(注1)

2,080 関係会社短
期貸付金

378

受取利息 3 関係会社長
期貸付金

6,043

固定資産売
却益

1,065

VARO
CO.,LTD.

大韓民国
釜山広域市

1,000
(百万ウォン)

直接所有
51.0％

資金の貸付
役員の兼任

資金の貸付
(注4)

4,264 関係会社
長期貸付金

4,408

受取利息 76
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取引条件及び取引条件の決定方針
（注）１．「資金の借入」及び「資金の貸付」は、ＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システ

ム）に係るものであり、利率は全銀協日本円ＴＩＢＯＲに基づき合理的に決定してお
ります。なお、取引金額は平均残高を記載しております。

２．「不動産の賃貸」の取引条件は、市場の実勢価格を勘案して価格を決定しております。
３．取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めておりま
す。

４．VARO CO.,LTD.に対する貸付については、2,292百万円の貸倒引当金を計上してお
ります。また、当事業年度において812百万円の貸倒引当金繰入額を計上しておりま
す。

Ⅸ．１株当たり情報に関する注記
　

1. １株当たり純資産額 1,213円17銭
2. １株当たり当期純利益 17円41銭

　
Ⅹ．重要な後発事象に関する注記
　

連結注記表に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

Ⅺ．企業結合等に関する注記
　

連結注記表に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

Ⅻ．資産除去債務に関する注記
当事業年度において、不動産賃貸借契約に基づく原状回復費用について、退店等の新たな
情報の入手に伴い、店舗退店時に必要とされる原状回復費用に関して、見積りの変更を行
い、当事業年度において847百万円を変更前の資産除去債務に加算しております。
この変更による当事業年度の損益に与える影響は軽微であります。
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